
第２４期  第２０回 農業委員会総会審議結果 

審 議 事 項 

報 告 第 １ 号   苫小牧市農業委員会事務局職員の任免について 

令和４年３月３１日  （併任解除） 事 務 局 長  遠 藤 朗 子 

令和４年４月１日任用 （ 併 任 ） 事 務 局 長  永 井  信 

           （ 併 任 ） 事務局次長  伊 藤 辰 夫 

           （ 併 任 ） 主 査  紺 世 知 彦 

報 告 第 ２ 号   令和４年度農業委員会費の予算について 

１ 歳入 

科 目
令和 4年度 

予 算 額 

令和 3年度 

予 算 額 
比 較 増 減 内         容 

農 業 手 数 料 28,000 28,000 現況証明、その他証明手数料 

道 支 出 金 1,218,000 1,243,000 ▲ 25,000
農業委員会交付金 

機構集積支援事業補助金 

雑 入 179,000 189,000 ▲ 10,000 農業者年金業務委託手数料、他 

市       費 5,016,000 4,978,000  38,000

計 6,441,000 6,438,000 ▲ 3,000

開 催 日 時 令和４年４月２５日（月曜日） 午後２時００分～午後２時４０分 

開 催 場 所  苫小牧市役所職員会館３階３０４号室 

出 席 農 業 委 員
及川  末男 五十嵐 堅司 中岡  亮太 丹羽  秀則 

計７名 
野村 真理子 山内  幸子 今泉  宏治  

欠 席 委 員

審議結果 原案承認 



２ 歳出 

科 目
令和 4年度 

予 算 額 

令和 3年度 

予 算 額 
比 較 増 減 内        容 

報 酬 5,352,000 5,352,000 委員報酬 

報 償 費 0 0 0

旅 費 627,000 648,000 ▲ 21,000 費用弁償、視察研修、諸会議 

需 用 費 175,000 158,000 17,000 消耗品費 

役 務 費 90,000 84,000   6,000 郵便料 

使用料及び賃借料 92,000 91,000   1,000 視察研修バス借上げ 

負担金及び交付金 105,000 105,000 0 農業会議、胆振地方農業委員会連合会 

計 6,441,000 6,438,000 3,000

報 告 第 ３ 号   現況証明願いの専決処分について 

所在・地番 
公簿 

地目 

農地 

台帳 

地目 

面積 

（㎡） 

申  請  者 

（所有者） 

願出 

理由 
確認結果 確認委員 

① 

苫小牧市 

字錦岡 31番 11 畑 登録なし 378 

■■■市■■町 

■丁目■番■■号 

土地家屋調査士 

  ■■ ■■ 

（■■ ■■） 

地目変

更の為 

農地･採草

放牧地以外 

農業委員 

及川 末男 

推進委員 

山本 まり子 

② 

苫小牧市 

字錦岡 574 番 15 原野 登録なし 4,958 

■■■市■■■ 

■■番地の■■ 

■■■■(有) 

代表取締役 

■■ ■ 

(㈱■■■■■■■■■

■■）

砂利採

取申請

の為

農地･採草

放牧地以外 

農業委員 

及川 末男 

野村 真理子 

推進委員 

山本 まり子 

③ 

苫小牧市 

字錦岡 322 番 16 畑 登録なし  330 

■■市 

■■区■■ ■条 

■■丁目■番■号 

  ■■ ■■ 

地目変

更の為 

農地･採草

放牧地以外 

農業委員 

野村 真理子 

推進委員 

 堀 勝 

審議結果 原案承認 

審議結果 原案承認 



報 告 第 ４ 号   苫小牧市農業委員会要綱の一部改正について 

 １ 改正要綱 

  （１）「苫小牧市農業委員会の委員の選任等に関する要綱」 

  （２）「苫小牧市農業委員会の農地最適化推進委員の選任等に関する要綱」 

 ２ 改正内容 

   別紙 １ 

議 案 第 １ 号    農地所有適格法人要件の確認につて 

農地所有適格法人名 

確 認 要 件 

法人形態 

要 件 

事 業 

要 件 

構成員 

要 件 

業務執行 

役員要件 

農作業 

従事要件 

(有)■■■■■■ ○適 ・ 否 ○適  ・ 否 ○適  ・ 否 ○適  ・ 否 ○適  ・ 否 

(有)■■■■ ○適 ・ 否 ○適  ・ 否 ○適  ・ 否 ○適  ・ 否 ○適  ・ 否 

(有)■■■■■■■■■ ○適 ・ 否 ○適  ・ 否 ○適  ・ 否 ○適  ・ 否 ○適  ・ 否 

※ 農地所有適格法人確認書は別紙 ２ 

審議結果 原案承認 

審議結果 原案可決 



議 案 第 ２ 号   農用地利用集積計画の策定について

（解除条件付賃貸借権の設定）

整理 

番号 
R4-1 

利用権の設定を受ける者 

住    所 ■■■市■■■ ■番地の■■■ 

氏名又は名称 
㈱■■■■ 

代表取締役社長 ■■ ■■ 

利用権を設定する者 
住    所 ■■■市■■■ ■■番地の■ 

氏名又は名称 ■■ ■■ 

利用権を設定する土地 設定する利用権 

所  在 地  番 現況地目 面 積(㎡) 利用権の種類 内 容 

苫小牧市 

字植苗 93 番 1 の内 畑 

71,808 ㎡の内

  12,500 ㎡ 

解除条件付 

賃貸借権 
畑 

設定する利用権 利用権設定等促進

事業の実施により

成立する利用権の

設定等に係る当事

者間の法律関係 

始  期 終  期 借賃(円) 借賃の支払方法 

令和4年5月1日 令和5年4月30日 
■■■■■■円/年 

（■■■■円/10a） 

毎年 10 月末迄に

■■氏の口座に

振込 解除条件付賃貸借 

利用権の設定を受ける者の農業経営の状況等 

氏 名 又 は 名 称 設立年月日 農作業従事日数 

㈱■■■■ 

代表取締役社長 ■■ ■■ 
平成■■年■■月■■日 ― 

設定を受ける土地の面積(㎡) 
現に耕作又は養畜の事業に供している

農用地の面積(㎡) 
主たる経営作目 

農   地 12,500 
農 地 27,297 タマネギ 

そ の 他  

世帯員（構成員）の農作業従事及び 

雇用労働力の状況 
主な家畜の飼養状況 主な農機具の所有状況 

世帯員 

（構成員） 

農業従事者 

（内 15 歳以上 60 歳

未満の者） 

雇用労働力 

（年間延日数）
種 類 数 量 種   類 数 量 

男  1 人 

農業専従者 
5 人 

(5 人) 

― ― ― 

トラクター 

プラウ 

ロータリー 

防除機 

他農機具 

4 台 

１台 

1 台 

2 台 

一式 

農

業

補

助

者

主とし

て農業

に従事

する者 

 人 

( 人) 

女 人 

従とし

て農業

に従事

する者 

 10 人 

(10 人) 

 ※農業経営基盤強化促進法第 18条調査書は別紙 ３ 

審議結果 原案可決 



議 案 第 ３ 号   令和３年度の目標及びその達成に向けた活動の点検・評価、並びに令和４年度

最適化活動の目標の設定等について 

・ 令和３年度の目標及びその達成に向けた活動の点検・評価（案） ・・・ 別紙４ 

・ 令和４年度最適化活動の目標の設定等（案） ・・・・・・・・・・・・ 別紙５

そ の 他   

（１）農業経営基盤強化促進法第 18 条第 1項の規定による農用地利用集積計画の期間満了について 

整理番号 29-1 

 利用権設定を受ける者 ■■■市■■町■丁目■番■■号  ■■ ■ 

 利用権設定をする者 ■■■市■■■ ■■■番地の■  ■■ ■ 

 利用権を設定する土地 字樽前 315 番 1の内 外 2筆 6,954 ㎡ 

 設定する利用権 解除条件付使用貸借 

 設定の時期 平成 29 年 5 月 1 日～令和 4年 4月 30 日 

 期間満了日 令和 4年 4月 30 日 

（２）第２１回農業委員会総会の開催について 

    ５月２６日（木）午後２時からの開催予定 

（３）その他 

審議結果 原案可決 









































別紙 ３ 

農業経営基盤強化促進法第１８条 調査書 

第 24 期第 20 回農業委員会総会  

（利用権の設定：解除条件付賃貸借権設定） 

譲受（借）人：

株式会社 ■■■■ 

代表取締役社長 ■■ ■■

譲渡（貸）人：■■ ■■ 作成者：■■ ■■

法１８条の条項 判断の理由 
不許可 

に該当 

第２項第６号 

（解除条件） 

・借人は、農地所有適格法人以外の法人であり、権利の設定を

受けた後において農地を適正に利用していないと認められる

場合において利用権の解除をする旨の条件が附されている。 

しない 

第３項第２号イ 

（全部効率利用） 

・借人の事業計画によると、全面積でタマネギを栽培する計画

であり、耕作の事業に供すべき農地の全てを効率的に利用でき

るものと見込まれる。

しない 

第３項第２号ロ 

（農作業常時従事） 
・第２項第６号に規定する法人である。 適応なし 

第３項第３号イ 

（継続的安定的農業経営）

・借人は、農業の維持発展に関する話し合い活動や道路、水路、

ため池等の共同利用施設の取決めの尊守、獣害被害対策への協

力等、農業経営基盤強化促進法第１８条第３項第３号のイの規

定に基づき、地域の農業における他の農業者との適切な役割分

担の下に継続的かつ安定的に農業経営を行うよう努めること

を確約している。 

しない 

第３項第３号ロ 

（法人の場合の常時従事）

・業務執行役員 1名の他計 5名が農業従事者で、その法人の行

う耕作の事業に常時従事すると認められる。 
しない 

第３項第４号 

（権利を有する者の同意）

・利用権の設定等を受ける土地毎に、譲受（借）人と譲渡（貸）

人並びに当該土地について所有権、地上権、永小作権、質権、

賃借権、使用貸借による権利又はその他の使用及び収益を目的

とする権利を有する者はいない。 

しなし 



 別紙 4

（別紙様式２）

：

：

Ⅰ　農業委員会の状況（令和４年３月３１日現在）

１　農業の概要

※　農林業センサスに基づいて記入。
※農業委員会調べ

２　農業委員会の現在の体制

新制度に基づく農業委員会 5 年 7 月 1 9 日

農地利用最適化推進委員

＊現在の体制を記載することとし、年度途中で切り替わった場合はいずれも記載

農業就業者数

40代以下

令和

32女性

40代以下

34

農業者数(人)

認定農業者

経営数（経営）

23

特定農業団体

集落営農組織

販売農家数

※１　耕地面積は、耕地及び作付面積統計における耕地面積を記入
※２　経営耕地面積は、農林業センサスに基づいて記入
※３　遊休農地面積は、農地法第30条第１項の規定による農地の利用状況調査により把握した第32条第１項
　　　第１号又は第２号のいずれかに該当する農地の総面積を記入

53総農家数

自給的農家数

遊休農地面積

1,356

1

11

1

1,356農地台帳面積

1,2401,240

463 9153

牧草畑

449

準主業農家数 2

副業的農家数 18

※　農林業センサスに基づい
て記入。

農家数(戸)

19

中立委員

     農業委員 定数

女性 －

－ 2

－ 1

任期満了年月日

1

14

6

単位:ｈａ

915

実数

6

3

認定農業者に準ずる者

令和３年度の目標及びその達成に向けた活動の点検・評価 （案）

都 道 府 県 名 北海道

農 業 委 員 会 名 苫小牧市農業委員会

主業農家数

71

経営耕地面積

計田 畑

耕地面積 1,240

普通畑 樹園地

2

20

認定新規就農者

農業参入法人

集落営農経営

地区数

基本構想水準到達者

2

定数

農業委員数 7 7

実数

認定農業者 －

－



Ⅱ　担い手への農地の利用集積・集約化

１　現状及び課題

※１　管内の農地面積は、活動計画に記載した耕地及び作付面積統計における耕地面積を記入

２　令和3年度の目標及び実績

※１　集積目標は、活動計画に記載した集積面積を記入　

３　目標の達成に向けた活動　

※　活動実績は、目標の達成のために何月に何日何を行ったのか等詳細かつ具体的に記入

４　目標及び活動に対する評価

1,240 ｈａ　　 67%

管内の農地面積

　農地貸借について、日頃から農業委員・農地利用最適化推進委員などと連携し、
新規就農者及び経営規模拡大希望者への農地情報提供とあっせん活動等を実施
（4月～3月）。(毎年1月に開催している農業者等と北海道農政事務所、北海道、北海
道農業会議等との意見交換会は新型コロナウイルス感染症拡大防止により中止し
た）

95%

※２　これまでの集積面積は、活動計画に記載した担い手（認定農業者及び農業委員会法施行規則第10条で
　　　定める者）へ利用集積されている農地の総面積を記入

現　　　　　状
（令和３年３月現在）

これまでの集積面積

活動に対する評価

826 ｈａ　　

達成状況（②／①×１００）

農地台帳の整備・更新を行い、また、日頃から農業委員・農地利用最適化推進委員
などにより担当地区内で個別に農業者の状況把握に努めており、農業者の意向を聞
くなどこまめな対応により農地集積・集約化に努めた。

担い手の高齢化が進んでいるため、各農家への個別訪問等により、認定農業者制度や制
度利用による経営規模拡大の利点などへの理解を得ながら、担い手を確保していく必要があ
る。

826 ｈａ　　　

868 ｈａ　　

目標に対する評価

活動計画

活動実績

  農地貸借について、農地中間管理事業等の周知を図るとともに、農地所有者の意
向把握に努め、新規就農者及び経営規模拡大希望者への農地情報提供とあっせん
活動を実施する。

利用集積目標868haに対し、集積面積が826haであり概ね目標どおり

集積実績　②

※３　新規実績は、集積実績のうち１年間に新規集積面積（非担い手が自作又は利用していた農地のうち、
　　　担い手に対して権利の設定・移転がされた農地）をどの程度増加させたかを記入

（うち、新規実績）

33 ｈａ　　

集積目標　①

課　　　　　題

※２　集積実績は、年度末時点で担い手へ利用集積されている農地の総面積を記入

集積率



Ⅲ　新たに農業経営を営もうとする者の参入促進

１　現状及び課題

２　令和３年度の目標及び実績

※１　参入目標及び参入目標面積は、活動計画に記載した参入者数及び農地面積を記入　

３　目標の達成に向けた活動　

※　活動実績は、目標の達成のために、何月に何日何を行ったのか等詳細かつ具体的に記入

４　目標及び活動に対する評価

200%

30年度新規参入者数

0.94ｈａ　　

30年度新規参入者
が取得した農地面積

元年度新規参入者
が取得した農地面積

元年度新規参入者数

新規参入の状況

課　　　　　題

目標に対する評価

※２　参入実績は、１年間に新たに参入した新規参入者数を記入

新規参入目標の1経営体に対し、2経営体の参入があり目標達成することができた。

活動に対する評価
新規参入面積の目標は達成したが、今後も農地利用状況調査等で農地所有者の意
向等を把握し、集積への理解を得る活動を継続することが必要である。

活動計画

参入目標面積③ 参入実績面積④ 達成状況（④／③×１００）

1ｈａ　　

※３　参入実績面積は、上記で記入した経営体が取得した農地面積の合計を記入

農地貸借について、農地中間管理事業等の周知を図るとともに、農地所有者の意向
把握に努め、新規就農及び経営規模拡大希望者への農地情報提供とあっせん活動
を実施する。（４月～３月）

94%

活動実績
農地貸借について、日頃から農業委員・農地利用最適化推進委員などと連携し、新
規就農者及び経営規模拡大希望者への農地情報提供とあっせん活動等を実施し
た。（４月～３月）

２年度新規参入者数

　　　　　　　　　　　　２経営体 　　　　　　　　　　　５経営体 　　　　　　　　　　３経営体

14.7ｈａ　　 39.7ｈａ　　 91.1ｈａ　　

２年度新規参入者
が取得した農地面積

　担い手の高齢化が進んでいるため、各農家への個別訪問等により、認定農業者
制度や制度利用による経営規模拡大の利点について理解を得て、担い手を確保し
ていく必要がある。

※１　新規参入者数は、活動計画に記載した過去３年の農地の権利移動を伴う新たな新規参入者数を
　　記入し、法人雇用や親元就農は含まない。

参入目標①

１経営体 2経営体

※２　新規参入者が取得した農地面積は、上段で記入した経営体が取得した農地面積の合計を記入

参入実績② 達成状況（②／①×１００）



Ⅳ　遊休農地に関する措置に関する評価

１　現状及び課題

２　令和３年度の目標及び実績

※１　解消目標は、活動計画に記載した解消面積を記入
※２　解消実績は、当該年度末時点の遊休農地の解消面積を記入

３　２の目標の達成に向けた活動

４　目標及び活動に対する評価

活動に対する評価
遊休農地はすべて改善できたが、新たな遊休農地化になりうる農地が現存するため、これま
でにも増してより一層積極的に遊休農地が発生しないよう予防対策を講じていくことが必要で
ある。

解消実績②

市内全域を６調査区に分け、それぞれ複数の担当農業委員を定めて調査し、調査結果が異なる
農地について、１１月に全農業委員、事務局職員と市担当職員とで調査を実施し判定する。

0.04%

第32条第1項第2号

目標に対する評価

調査面積：　　　　　5.1ha

遊休農地はすべて改善することができ、目標値としては妥当である。

遊休農地面積（Ｂ） 割合（Ｂ／Ａ×１００）

※２　遊休農地面積は、活動計画に記載した農地法第30条第１項の規定による農地の利用状況調査により
　　　把握した第32条第１項第１号又は第２号のいずれかに該当する農地の総面積を記入

解消目標①

２月～３月

第32条第1項第1号
活
動
実
績

農地の利用状況
調査

調査結果取りまとめ時期

※１　管内の農地面積は、活動計画に記載した耕地及び作付面積統計における耕地面積と
　　　農地法第30条第１項の規定による農地の利用状況調査により把握した同法第32条第１項第１号
　　　の遊休農地の合計面積を記入

現　　　　　状
（令和３年３月現在）

5.1ｈａ　　

1,240ｈａ　　

その他の活動

１１月～１月

農地の利用状況
調査

１８人

農地利用状況調査の円滑な実施と農業者等への制度周知及び相談・あっせん活動の更な
る充実が必要。

達成状況（②／①×１００）

調査面積：　　　　　0　ha 調査面積：　　　　　　0　ha

第33条

８月～１１月

農地の利用意向
調査

調査実施時期 調査結果取りまとめ時期

調査数：　　　　 　　　0　筆 調査数：　　　　　 　　0　筆

調査実施時期　１２月～１月

調査数：　　　　　　　6 筆

１８人 ８月～１１月

調査結果取りまとめ時期

１１月～１月

5.1ｈａ　　

5.1ｈａ　　　

活
動
計
画

措置の内容 調査員数（実数） 調査実施時期

調査員数（実数）

その他の活動

100%

課　　　　　題

管内の農地面積（Ａ）

農地の利用意向
調査

調査実施時期：１２月～１月

調査方法



Ⅴ　違反転用への適正な対応

１　現状及び課題

※　管内の農地面積は、活動計画に記載した耕地及び作付面積統計における耕地面積を記入
※　違反転用面積は、活動計画に記載した管内で農地法第４条第１項又は第５条第１項の規定等に違反して
転用されている農地の総面積を記入

２　令和３年度実績

※　実績は、年度末時点の違反転用面積を記入

３　活動計画･実績及び評価

※　活動実績は、違反転用の解消や早期発見･未然防止のために何月に何日何を行ったのか等
    詳細かつ具体的に記入

現　　　　　状
（令和３年３月現在）

違反転用への適切な対応を図るため、農業者等への周知と利用状況調査を徹底す
ることが必要。

増減（Ｂ-①）

課　　　　　題

活動計画

活動に対する評価

0ｈａ　　

実　　　　績①

農業者等への周知、農地利用状況調査（８月～１１月）及び農業委員・推進委員等に
よる日常的見回りにより違反転用の未然防止を図る。不適切な利用状況の農地を発
見した場合は、速やかに農業委員と協議を行い、関係者に対して指導を行う。

現在、違反転用が見られないが、今後も日頃の地道な未然防止活動が必要である。

0ｈａ　　

活動実績
４月以降毎月のように農業委員・推進委員、及び事務局による農地の日常的な見回
り等を行って、違反転用の未然防止を図っている。

管内の農地面積（Ａ） 違反転用面積（Ｂ）

1,240ｈａ　　 0ｈａ　　　



Ⅵ　農地法等によりその権限に属された事務に関する点検

１　農地法第３条に基づく許可事務

（１年間の処理件数：　　　　　6件、うち許可　　　　　6件及び不許可　　　　　0件）

２　農地転用に関する事務（意見を付して知事への送付）

（１年間の処理件数：　　　　　　件）3 件）

実施状況

是正措置

許可申出書の記載内容を確認するとともに、複数の農業委員・推進委員及び
事務局職員で現地調査を実施している。

是正措置

点検項目

不許可処分の理由の詳細を説明した件数 ０件

‐

実施状況 申請書受理から　３０　日

-

標準処理期間

具体的な内容

事実関係の確認

議事録を記載の上、農業委員会のホームページにて公表している。

‐

議事録に記載の上、農業委員会のホームページにて公表している。

標準処理期間

具体的な内容

実施状況

許可申出書の記載内容を確認するとともに、複数の農業委員・推進委員及び事務局職員で現地調
査を実施している。

‐

是正措置

是正措置

点検項目

是正措置

総会等での審議

実施状況
申請者への審議結果
の通知

是正措置

是正措置

審議結果等の公表

実施状況

-

実施状況

総会等での審議

事実関係の確認

-

３０日処理期間（平均）申請書受理から　　３０　日

是正措置

‐

実施状況

実施状況

是正措置

処理期間

審議結果等の公表

関係法令、審査基準に基づき、議案ごとに審議している。

処理期間

関係法令、審査基準に基づき、議案ごとに審議している。

‐

申請者へ総会等での指摘や許可条件等を説
明した件数

６件

-

３０　日処理期間（平均）

実施状況



３　農地所有適格法人からの報告への対応

４　情報の提供等

うち報告書の督促を行った農地所有適格法人数

公表：農地部分の情報については全国農地ナビにて公表。

農地所有適格法人の要件を欠くおそれがあるため農業委員
会が必要な措置をとるべきことを勧告した農地所有適格法人
数

対応状況

０　法人

実施状況

公表時期
　　　　令和　４年　１月

具体的な内容

18　法人

データ更新：農地の利用状況調査結果、相続等の届出、農地法の許可、農用
地利用集積計画に基づく利用権設定等、その他補足調査を踏まえ、毎月更
新。

整備対象農地面積　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,356　ｈａ

うち督促後に報告書を提出した農地所有適格法人数

点検項目

是正措置

情報の提供方法：苫小牧市農業委員会のホームページにて公表している。

令和3年度新規参入であり、決算時期が未到
来のため

農地所有適格法人の状況につい
て

点検項目

対応方針

管内の農地所有適格法人数

０　法人

提出しなかった理由

うち報告書提出農地所有適格法人数 16　法人

是正措置

うち報告書を提出しなかった農地所有適格法人 ０　法人

調査対象賃貸借件数　　　　　　　　　３１　件

実施状況

農地所有適格法人からの報告につ
いて

実施状況

農地台帳の整備

０　法人

賃借料情報の調査・
提供

是正措置

※その他の事務
　上記ⅡからⅥに掲げる事務以外の事務について、次年度の目標及びその達成に向けた活動計
画を作成する場合には、それぞれの事務ごとに、上記様式に準じて取りまとめること。

農地の権利移動等の
状況把握

実施状況

調査対象権利移動等件数　　　　　　１８　件
取りまとめ時期
　　　　令和　　４年　３月

情報の提供方法：議事録に記載の上、農業委員会のホームページにて公表し
ている。



Ⅶ　地域農業者等からの主な要望・意見及び対処内容

※　Ⅱ～Ⅵの事務について、活動を通じて地域の農業者等から寄せられた主な意見及び対処方針について記載

Ⅷ　事務の実施状況の公表等

１　総会等の議事録の公表

ＨＰに公表している その他の方法で公表している

２　農地等利用最適化推進施策の改善についての意見の提出

意見の提出件数 件

３　活動計画の点検･評価の公表

ＨＰに公表している その他の方法で公表している

農地法等によりその権限に属され
た事務

〈要望･意見〉

〈対処内容〉

提出先及び提出した
意見の概要

〈要望･意見〉

〈対処内容〉農地利用最適化等に関する事務



別紙　5

都道府県名：　　　　北海道

Ⅰ　農業委員会の状況（４年４月１日現在）

１　農業委員会の現在の体制

任命・委嘱年月日 年 月 日 任期満了年月日 年 月 日

農地利用最適化推進委員

２　農家・農地等の概要

農業者数(人)

認定農業者

女性 基本構想水準到達者

40代以下 認定新規就農者

農業参入法人

集落営農経営

特定農業団体

集落営農組織

※農業委員会調べ

2

計
普通畑

農業委員数 7

総農家数 53

経営体数

※　直近の「農林業センサス」又は
　「農業構造動態調査」に基づいて
　記入

－

樹園地 牧草畑

1,240

令和４年度最適化活動の目標の設定等（案）

1

1

女性 －

認定農業者

－

※　直近の「耕地及び作付面積統計」に基づいて記入

田 畑

担当区域数

農業委員会名：

農業委員

定数 実数

中立委員

3

2

耕地面積 1,240

令和 2

農業経営体数

基幹的農業従事者数

単位:ｈａ

実数定数

6 6

経営体数（経営体）

2

7

－

認定農業者に準ずる者

－

40代以下

23

苫小牧市農業委員会

207 197令和 5

71

32

11

20

※　直近の「農林業センサス」又は
　「農業構造動態調査」に基づいて
　記入



Ⅱ　最適化活動の目標

１　最適化活動の成果目標
　（１）農地の集積
①現状及び課題

％

②目標

（２）遊休農地の解消

①現状及び課題

ha

②目標
　ア　既存遊休農地の解消
　　ａ　緑区分の遊休農地の解消

　　ｂ　黄区分の遊休農地の解消

　イ　新規発生遊休農地の解消

1

緑区分の遊休農地の解消目標面積 1 ha

1令和３年度の利用状況調査における緑区分の遊休農地面積

※　緑区分の遊休農地の解消目標は、令和３年度の利用状況調査における緑区分の遊休農地面積の５分の１の面積を記入

今年度の新規集積面積

今年度末の集積面積（累計）(D)

ha

課題

※3　「集積面積」は、局長通知別表１に掲げる者へ集積された農地の面積をいう（以下同じ。）

％

ha

現状の解消に向けて所有者への細やかな説明等により、所有者の理解を得る必要がある

ha

ha

（目標）今年度末の集積率
(E)=(D)／(C)

42 1,240

課題
地域によっては小規模農家が多く、農地が小さいため集積にも限界がある。また担い手の高齢化
も進んでいる状況であるが、個別訪問等により認定農業者制度や制度利用による経営規模拡大
利点などの理解を得ながら今後も担い手を確保していく必要がある。

※2　「農地の集積」は、経営局長通知の別表１に掲げる者への農地の集積をいう

農地面積(C)

868

1

現状

1,240

これまでの集積面積(B) 集積率(B)／(A)

ha

ha

令和３年度の利用状況調査における黄区分の遊休農地 該当なし

黄区分の遊休農地の解消
のための工程表の策定方
針

前年度に新規発生した緑区分の遊休農地の解消目標面積

1

直近の利用状況調査により判明した遊休農地の状況

ha 70.0

66.6826
現状

管内の農地面積(A)

農地の集積の目標年度 令和　12 年度集積率 95 ％

※　農地の集積の目標年度及び農地集積率には、設定した目標の根拠とした目標の目標年度及び当該目標年度における
農地集積率を記入

※1　農地面積は、直近の「耕地及び作付面積統計」における耕地面積を記入

１号遊休農地面積
うち黄区分の遊休農地面積うち緑区分の遊休農地面積

ha ha

ha



（３）新規参入の促進
①現状及び課題

※　現状欄は、直近３年度の新規参入した経営体数と当該経営体の経営面積の合計の農地面積を記入

②目標

ha

※2　目標面積は、過去３年度の権利移動面積の平均の１割以上を記入

２　最適化活動の活動目標
（１）推進委員等が最適化活動を行う日数目標

（２）活動強化月間の設定目標

※1　取組項目欄は、①農地の集積、②遊休農地の解消、③新規参入の促進のいずかを記入
※2　強化月間の内容欄は、活動強化月間の具体的な取組の内容を記入

（３）新規参入相談会への参加目標

119

※1　過去３年間の権利移動面積は、農地法（昭和27年法律第229号）第３条第１項に基づく許可及び農業経営基盤強化促進法
　　第19条に基づき公告された農用地利用集積計画による権利移動面積（有償所有権移転（所有権に基づいて耕作の事業に供
　　していたものに限る。）及び賃借権の設定並びに利用権の設定に限る。）を記入

新規参入者への貸付等について農地所有者の同意を得た上で公表する
農地の面積

12.0 ha

相談会名

6月

8月～9月

新規参入相談会への参加回数 回1

6 日／月

令和３年度新規参入者

課題

ha

活動強化月間の設定回数 回

経営体 経営体 経営体

ha 0.94

3

平成28年度

取組時期

5月

取組項目

①

強化月間の内容

農家実態調査結果のフォローアップ
　今後の経営規模等の回答に対する確認及び相談等の対応

参加者数 数名 開催場所 市施設

開催時期 １月～2月

39.7 ha 91.1

現状

令和元年度新規参入者 令和２年度新規参入者

3 25

担い手の高齢化が進んでおり、各農家への個別訪問等により認定農業者制度や制度利用による
経営規模の拡大などの利点について理解を得て、担い手を確保する必要がある。

ha ha17774106 ha

②
利用状況についてのフォローアップ
　利用意向調査後の状況確認

②
利用状況調査に向けた農地パトロール
　遊休農地、違反転用等の早期発見

権利移動面積

最適化活動を行う
農業委員の人数

7 人

農地利用最適化推進委員の
人数

6 人

１人当たりの活動日数

平成29年度 平成30年度 平均



※　新規参入相談会への参加回数欄は、推進委員等が１名以上参加する相談会の数を記入
　　　（参加者数によらず、１名以上が参加する新規参入相談会ごとに１回とする）

開催時期 相談会名

参加者数 開催場所

相談会の内容
・農業者との意見交換会終了後、地区の農業委員・推進委員と新規就農希望者との相談の場を
設ける

相談会の内容


